
～

　最終予算額　 （Ａ)

　決　算　額 （Ｂ)

Ｂ(H24はＡ）のうち一般財源

 従事する職員数

 概算人件費 （Ｃ）

　概算事業費　（Ｂ(H24はA)＋Ｃ）

23年度事業費の主な内訳23年度 24年度（当初）

9,072

報酬（嘱託員）：3,623千円
報償費（研修講座講師等謝礼）：660千円
旅費（研修講座講師等）：534千円
需要費（消耗品等）：1,010千円
役務費（郵送料等）：775千円
賃借及び使用料：485千円

―

42,127

7,634

9,095

―

4.00

40,688

1,486

―

23年度

33,032

□　当面余地なし

■　横ばい

千円 8,738

33,032

4.00

千円 33,268

・指導者養成講座等を開催し、募集人員1,451人以
上の参加者を目指す。
・「生涯学習情報提供システム」はH22年度末で廃
止されたが、県として生涯学習の推進に必要な情
報を収集し、集めた情報を効果的に発信していく。

・市町村への広報等積極的に行い、研修参加者が1,864人となった。

・「生涯学習情報提供システム」廃止にともない、それまでの情報提供登録
者に承諾を取り、ホームページに人材、団体・サークル、施設情報を新しく
掲載した。

⑥
総
合
分
析
等

総合分析
(今後の課題、
取組方針等)

・研修事業は、家庭や地域の教育力向上など現代的諸課題に柔軟に対応した指導者養成等の講座を編成するこ
とにより、引き続き市町村の生涯学習振興や、受講者をはじめ県民の地域活動への積極的な参加等を推進してい
く。また、生涯学習推進者実践講座は、少人数講座のよさが生かされ、受講者同士の交流が深まり、その後の活動
に役立つネットワークづくりに寄与している。
・情報提供事業は、引き続き「生涯学習情報提供システム」のデータベースをホームページで活用し、生涯学習の
推進に必要な情報を効果的・効率的に発信していく。

特記事項
「生涯学習情報提供システム」はH22年度末で廃止
平成22年度信州型事業仕分け実施事業

事業改善（有効性・
効率性）の余地

■　余地あり

判
定
の
説
明

□　余地あり

□　減少

評価区分

b
期待どおり

④
事
業
の
成
果

2,250

事業の目標(H23) 事業成果・評価

1,870 3,034

③
事
業
実
績

成果指標・活動指標内容

円／人
<効率指標(単位当りｺｽﾄ等)>
研修講座

⑤
事
業
の
課
題

県の関与を見直す
余地

□　余地なし

事業ニーズの変化 □　増加

□　余地なし

区　分 判　定　・　説　明

■　当面余地なし

・研修受講者は、例年募集人員より多いことから引続きニーズが
ある。
・情報提供事業は、今年度利用者の利便性に配慮し、ホーム
ページのリニューアルを行った。今後も、公民館等との連携を図
り、先進事例なども織り交ぜながら、県内の生涯学習の拠点とし
て資質向上を目指していく。

左記以外のH23年度実績

研修講座の受講者数（活） 人 1,580 1,864 ・調査研究事業「子育て・家庭教育支援に関する調査」を実
施
・ホームページのリニューアル→収集した情報の効果的な
発信
・長野県生涯学習推進員「学びの達人」認定
・学習相談の実施
<効率指標算出式>
（決算額(24年度は予算額)－嘱託職員人件費）/受講者数

24年度（見込）

12,530

単位

千円 9,171

千円 8,738 7,656

9,184

情報提供システム情報登録件
数（期末）（活）

件

22年度

②
事
業
コ
ス
ト

区　　分 単位 22年度

　概　算
　人件費

人 4.00

千円 42,006

①
　
事
 
業
 
の
 
概
 
要
 
等

目　的
(必要性)

　県民誰もが、自らの個性や能力を伸ばし、その成果を地域や社会の中で活用して、生きがいのある充実した人生を送るため
に、生涯にわたる学習活動を総合的に支援する。

対　象 　公民館職員、社会教育関係者、市町村職員、ＮＰＯ団体関係者など地域の指導者・実践者及び一般県民

目指すべき姿
　地域社会が抱える様々な課題解決に向かって、実践活動をリードできる人材の養成。
　生涯学習情報の提供を通して、市町村や地域の生涯学習の振興を支援。

事業内容

・公民館職員、社会教育関係者、市町村職員、ＮＰＯ・ボランティア関係者など地域活動に意欲を持つ人を対象とした、指導
者養成講座を開催する。
・平成22年度末の「生涯学習情報提供システム」（信州らんらんネット）廃止に伴い、それまでの情報提供データを生かしなが
ら、インターネットを活用して生涯学習の推進に必要な情報を効果的に発信していく。

実施方法
国庫･
県単

県が直接実施

実施期間 H8 根拠法令等 教育基本法、社会教育法、生涯学習振興法、長野県生涯学習基本構想

県単独事業

平成24年度事務事業評価シート （23年度実施事業分）

事業番号 中期総合計画主要施策番号 4-02,5-11 部・課
担
当
課

教育委員会事務局　文化財・生涯学習課

4405

bunsho@pref.nagano.lg.jp

内　線

E-mail
事　業　名 生涯学習推進センター事業

14 07 01


